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福岡商工会議所 設　　　　立

会員事業者数

活  動  範  囲

根　 拠　 法

1879年（明治12年）10月13日

16,395社（令和3年3月31日現在）

主に福岡市内

商工会議所法
（1953年8月１日公布法律第143号）

●福岡県商工会議所連合会事務局
●九州商工会議所連合会事務局

全国で
6番目に設立

■ 福岡商工会議所の会員事業者のうちわけ（令和３年３月末現在概算）

事業形態別

業種別

1億超～
7.7％

資本金別

従業員数

所在地

（法人会員73.9％のうち）

法人 73.8％

建設業15.0％ 卸売業
11.5％ 小売業 16.0％ サービス業 37.1％ その他 11.0%製造業 

9.4％

個人事業主 24.5％ その他団体等
1.7％

1,000万円以下 67.9％

1,001～3,000万円 12.5％

3,001～1億
11.9％

5人以下 49.8％

福岡市内 89.2％

6～20人 23.9％ 21～100人
14.4％

101人～
11.9％

福岡県内（福岡市以外） 8.6％

県外 2.2％

　福岡市内の商工業者を中心に構成される経済団体です。地域経済の振興と魅力ある福岡の創造に向け、経済界を代表して
大型プロジェクトの促進や国際交流、国の政策に対する意見・要望活動等を行うとともに、会員の皆様に経営に役に立つ各種
サービスを提供しています。

　福岡商工会議所は、「商工業の改善・発達と福岡の発展」を
理念に掲げ、活動を展開してまいります。
　この理念を実現するため、当所が将来目指す姿として、①事業
にチャレンジする商工業者、②アジアの交流拠点として活力あふ
れる福岡、③商工業者や地域から信頼される商工会議所の３つ
を長期ビジョンとして設定しています。
　今後も、この理念と長期ビジョンの実現に向け、邁進してまい
ります。

　新型コロナウイルスの収束はいまだ見通しが立っておらず、
ウィズコロナの状況が２～３年程度続くことを意識せざるを得ま
せん。
　しかし、一方でコロナ収束後（アフターコロナ）を見据えた取り
組みも必要です。
　このため、福岡商工会議所が将来のめざす姿（長期ビジョン）
に向かって取り組む当面の基本方針を「中期方針」として策定
し、当所が一丸となって変化に立ち向かい、地域の商工業者の
皆様を支援するというメッセージを発信するものとして位置付
けています。

　「商工会議所」は世界中にあり、その歴史は遠く中世にさかのぼ
ります。中世から近世にかけて西欧諸都市で商工業者の間で結成
された「ギルド」を母体としており、世界初の商工会議所は1599年
にフランスのマルセイユに組織されたマルセイユ商業会議所です。
　日本においては1878年（明治11年）、江戸時代に欧米列強と締
結した「貿易に関する不平等条約」の撤廃を目的に、東京、大阪、神
戸の３箇所に商法会議所として設立されたのがはじまりです。設立
以来、商工会議所は一貫して、商工業者を中心とする意見集約・提
言活動を行い、日本の近代化に大きく貢献してきました。

●特定の業種や産業に限定されず、また企業の大小を問わ
ず、広く商工業一般を通じた「総合的経済団体」であること
です。他の経済団体の多くが、特定の業種の発展または利
益の確保をめざして活動しているのに対し、商工会議所は
普遍的かつ公平な活動を行っています。

●都市を中心とする一定の地域にある商工業者の結合の上
に立つ「地域団体」であることです。「地域総合経済団体」。
これが商工会議所の基本的な性格です。
※「商工会議所」は主に市に、「商工会」は主に町村に設置されます。

商工会議所の特徴

福岡商工会議所とは

商工会議所について 福岡商工会議所の中期方針 （令和３年度～５年度）
（１）理念と長期ビジョン （２）中期方針策定のスタンス

□ 事業者がコロナ禍など社会・経済環境の変化に
適応し、事業継続できるよう支援する。

□ 中小企業の価値ある事業や技術が次世代へ継
承されるよう後押しする。

商工業の改善・発達と
福岡の発展

当所の理念 3年間の基本指針 取り組み課題

・事業にチャレンジする
商工業者
・アジアの交流拠点とし
て活力あふれる福岡
・商工業者や地域から信
頼される商工会議所

当所の長期ビジョン

〔社会・経済の変化〕
・当面はウィズコロナの経
済活動が続く
・デジタル化の遅れ、企業
のリスク対応、東京一極
集中のリスクといった課
題が顕在化
・生産性向上、働き方改
革、事業承継など従来か
らの課題はさらに深刻化
・インバウンドをはじめと
した需要の喪失
・カーボンニュートラル、
脱炭素など環境問題へ
の対応
・国際金融機能誘致に向
けた動き
➡コロナ禍から立ち直る
ためのウィズコロナ対
応を最優先

現状認識
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　福岡商工会議所には、11の部会があり、会員企業の皆様は、業種・業態に応じていずれかの部会に所属していただきます。部会は、
業界の動向、経営問題についての情報交換や講演会等を実施し、同業種や関係業種と会員企業との交流を深める場であり、業界の
声、会員の声を商工会議所事業に反映させるための組織です。

部
会・女
性
会

▲事業計画▲中期方針

※中期方針の詳細や令和３年度事業計画は、当所HPでご確認ください。

　全国各地に設立されている「商工会議所」は、地域商工業の振興を目的とした経済団体で、商工会議所法に基づく特別認可
法人です。全国で515箇所・約122万社（令和３年３月末現在）が加盟。
　福岡県内には19の、九州・沖縄には78の商工会議所が地域単位で設置され、地域の商工業者が加盟、運営を行っています。

食料・水産部会
建設部会
繊維ファッション部会

工業部会
エネルギー部会
運輸・港湾・貿易部会

理財部会
情報・文化・サービス部会
福岡商工会議所女性会

卸売商業部会
小売商業部会
観光・飲食部会

Ⅰ. 環境変化に適応した事業の維持・継続
〔活動の方向性〕

□ 多様なビジネスが集い、つながる場を提供し、
新たなチャレンジやイノベーションを促進する。

□ デジタルの活用により、従来のビジネスを進化
させる挑戦を後押しする。

Ⅱ. 新たな価値・ビジネスの創造
〔活動の方向性〕

□ 国内外からひと・モノ・カネ・情報の集積を進め
活発なビジネス交流を後押しする。

□ アジアに近い地理的優位性を活かし、国内外か
ら集客し、活力を創出する。

Ⅰ. 環境変化に適応した事業の維持・継続
〔活動の方向性〕

□ ひと・モノ・カネ・情報などの運営基盤の強化に
より、サービスの質をさらに高め、変化に的確
に対応する。

Ⅰ. 環境変化に適応した事業の維持・継続
〔活動の方向性〕

1. 部会・委員会活動の活性化
2. 事務局体制の強化
3. デジタル化の推進
4. 外部との連携強化
5. 会館経年化対策

1. 事業の継続

2. 経営力強化

3. 事業承継

4. 人材確保

5. 人材育成

1. デジタル化の促進

2. 新たな価値の創出

3. 新たな販路の拡大

4. SDGs、環境問題への対応

1. 交流人口拡大

2. 地域の活力創出

3. ビジネス交流

4. 海外展開

5. 魅力あるまちづくり
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